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１【ファンドの運用状況】

以下は2018年3月30日現在の状況です。

投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

投資比率の内訳と合計は四捨五入の関係で合わない場合があります。

(1)【投資状況】

資産の種類 国名
時価合計 投資比率

(円) (％)

親投資信託受益証券 日本 1,360,846,265 100.10

現金・預金・その他の資産(負債控除後) △ 1,412,590 △ 0.10

合計(純資産総額) 1,359,433,675 100.00

　

（参考）スパークス・少数精鋭・日本株マザーファンドの投資状況

資産の種類 国名
時価合計 投資比率

(円) (％)

株式 日本 1,293,036,200 95.02

現金・預金・その他の資産(負債控除後) 67,785,734 4.98

合計(純資産総額) 1,360,821,934 100.00

　

 

(2)【運用実績】

①【純資産の推移】

期 年月日
純資産総額(円)

(分配落)

純資産総額(円)

(分配付)

1口当たり

純資産額

(円)

(分配落)

1口当たり

純資産額

(円)

(分配付)

1期 (2014年8月25日) 1,561,198,025 1,561,198,025 1.2271 1.2271

2期 (2015年8月25日) 1,944,537,429 1,982,828,186 1.2696 1.2946

3期 (2016年8月25日) 1,585,312,157 1,585,312,157 1.2833 1.2833

4期 (2017年8月25日) 794,997,637 806,802,412 1.6836 1.7086

　 2017年3月末日 1,107,583,950 ― 　 1.5088 ―　

　 2017年4月末日 1,115,018,085 ― 　 1.5330 ―　

　 2017年5月末日 987,092,883 ― 　 1.6398 ―　

　 2017年6月末日 869,427,695 ― 　 1.7164 ―　

　 2017年7月末日 870,877,183 ― 　 1.7535 ―　

　 2017年8月末日 818,892,850 ― 　 1.7246 ―　

　 2017年9月末日 831,945,836 ― 　 1.8322 ―　

　 2017年10月末日 960,009,924 ― 　 1.9588 ―　

　 2017年11月末日 1,000,127,484 ― 　 2.1082 ―　

　 2017年12月末日 1,236,667,607 ― 　 2.1672 ―　

　 2018年1月末日 1,398,618,326 ― 　 2.2683 ―　

　 2018年2月末日 1,393,906,129 ― 　 2.2057 ―　

 2018年3月末日 1,359,433,675 ― 　 2.1682 ―　
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②【分配の推移】

期 計算期間
1口当たりの分配金

(円)

1期 自 2013年8月30日 至 2014年8月25日 0.0000

2期 自 2014年8月26日 至 2015年8月25日 0.0250

3期 自 2015年8月26日 至 2016年8月25日 0.0000

4期 自 2016年8月26日 至 2017年8月25日 0.0250

 

 

③【収益率の推移】

期 計算期間

前期末

1口当たり純資産

(分配落)円

当期末

1口当たり純資産

(分配付)円

収益率

％

1期 自 2013年8月30日 至 2014年8月25日 1.0000 1.2271 22.71

2期 自 2014年8月26日 至 2015年8月25日 1.2271 1.2946 5.50

3期 自 2015年8月26日 至 2016年8月25日 1.2696 1.2833 1.08

4期 自 2016年8月26日 至 2017年8月25日 1.2833 1.7086 33.14

5期

(中間期)
自 2017年8月26日 至 2018年2月25日 1.6836 2.1735 29.10

（注）収益率は、計算期間末の1口当たり純資産額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間

末の1口当たり純資産額（分配落の額。以下「前期末純資産額」という。）を控除した額を前期末純資

産額で除して得た数に100を乗じて得た数字です。分配金は課税前のものです。

 

 

２【設定及び解約の実績】

期 計算期間 設定口数 (口) 解約口数 (口)

1期 自 2013年8月30日 至 2014年8月25日 3,866,700,871 2,594,397,399

2期 自 2014年8月26日 至 2015年8月25日 1,675,464,641 1,416,137,804

3期 自 2015年8月26日 至 2016年8月25日 389,929,704 686,245,114

4期 自 2016年8月26日 至 2017年8月25日 228,760,491 991,884,380

5期

（中間期）
自 2017年8月26日 至 2018年2月25日 419,057,194 260,960,520

（注1）本邦外における設定および解約の実績はありません。

（注2）設定口数には当初募集期間中の設定口数を含みます。
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３【ファンドの経理状況】

 

１）当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２

年大蔵省令第３８号）並びに同規則第３８条の３及び第５７条の２の規定により、「投資信託財産の計

算に関する規則」（平成１２年総理府令第１３３号）（以下「投資信託財産計算規則」という。）に基

づいて作成しております。

 

２）中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

３）当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づいて、第５期中間計算期間（平成２

９年８月２６日から平成３０年２月２５日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人に

よる「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」（昭和３２年大蔵省令第１２号）第３条第１項に基づ

く中間監査を受けております。
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中間財務諸表
スパークス・少数精鋭・日本株ファンド
（1）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第4期計算期間末
(平成29年8月25日現在)

第5期中間計算期間末
(平成30年2月25日現在)

資産の部

流動資産

金銭信託 － 5,906,558

コール・ローン 25,702,316 12,440,440

親投資信託受益証券 791,555,114 1,363,609,450

未収入金 30,295,431 2,755,922

流動資産合計 847,552,861 1,384,712,370

資産合計 847,552,861 1,384,712,370

負債の部

流動負債

未払収益分配金 11,804,775 －

未払解約金 30,295,431 3,505,189

未払受託者報酬 268,080 289,553

未払委託者報酬 9,650,831 10,423,759

未払利息 70 102

その他未払費用 536,037 578,978

流動負債合計 52,555,224 14,797,581

負債合計 52,555,224 14,797,581

純資産の部

元本等

元本 ※1 472,191,010 ※1 630,287,684

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 322,806,627 739,627,105

（分配準備積立金） 148,467,175 91,746,285

元本等合計 794,997,637 1,369,914,789

純資産合計 794,997,637 1,369,914,789

負債純資産合計 847,552,861 1,384,712,370
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（2）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第4期中間計算期間
自　平成28年8月26日
至　平成29年2月25日

第5期中間計算期間
自　平成29年8月26日
至　平成30年2月25日

営業収益

有価証券売買等損益 260,311,784 239,172,447

営業収益合計 260,311,784 239,172,447

営業費用

支払利息 3,100 2,169

受託者報酬 396,833 289,553

委託者報酬 14,285,963 10,423,759

その他費用 793,710 578,994

営業費用合計 15,479,606 11,294,475

営業利益又は営業損失（△） 244,832,178 227,877,972

経常利益又は経常損失（△） 244,832,178 227,877,972

中間純利益又は中間純損失（△） 244,832,178 227,877,972

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 74,429,839 72,907,272

期首剰余金又は期首欠損金（△） 349,997,258 322,806,627

剰余金増加額又は欠損金減少額 58,522,448 469,251,927

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

58,522,448 469,251,927

剰余金減少額又は欠損金増加額 160,652,705 207,402,149

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

160,652,705 207,402,149

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 418,269,340 739,627,105
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（3）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

第5期中間計算期間

自　平成29年8月26日

至　平成30年2月25日

1．有価証券の評
価基準及び評
価方法

「親投資信託受益証券」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価にあ
たっては、親投資信託受益証券の基準価額に基づいて評価しております。

2．収益及び費用
の計上基準

「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

 

 

（中間貸借対照表に関する注記）　　

区分
第4期計算期間末 第5期中間計算期間末

(平成29年8月25日現在) (平成30年2月25日現在)

※1 中間計算期間末日における受
益権の総数

472,191,010口 630,287,684口

2 1口当たり純資産額 1.6836円 2.1735円

　 （1万口当たり純資産額） (16,836円) (21,735円)

 

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第4期中間計算期間 第5期中間計算期間

自　平成28年8月26日 自　平成29年8月26日

至　平成29年2月25日 至　平成30年2月25日

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）

 金融商品の時価等に関する事項

区分

第5期中間計算期間

自　平成29年8月26日

至　平成30年2月25日

1．貸借対照表計上額、
時価及びその差額

当ファンドにおいて投資している金融商品は原則として全て時価評価
しているため、貸借対照表計上額と時価との差額は生じておりませ
ん。

2．時価の算定方法 ①有価証券

　有価証券に該当する貸借対照表上の勘定科目、及びその時価の算
定方法については、「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.有価証券の評価基準及び評価方法」の通りであります。

②コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

　上記①以外のその他の科目については、帳簿価額を時価として評
価しております。

 

 

（その他の注記）

1．元本の移動

区分

第4期計算期間 第5期中間計算期間

自　平成28年8月26日 自　平成29年8月26日

至　平成29年8月25日 至　平成30年2月25日

期首元本額 1,235,314,899円 472,191,010円

期中追加設定元本額 228,760,491円 419,057,194円

期中一部解約元本額 991,884,380円 260,960,520円

 

2．デリバティブ取引関係

第4期計算期間 第5期中間計算期間

自　平成28年8月26日 自　平成29年8月26日

至　平成29年8月25日 至　平成30年2月25日

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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参考情報

当ファンドは、「スパークス・少数精鋭・日本株マザーファンド」受益証券を主要な投資対象としており、

貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、すべて同親投資信託の受益証券です。な

お、同親投資信託の状況は以下の通りです。

 

「スパークス・少数精鋭・日本株マザーファンド」の状況

なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。

(1)貸借対照表

区分
注記
番号

(平成29年8月25日現在) (平成30年2月25日現在)

金額（円） 金額（円）

資産の部 　 　 　

流動資産 　 　 　

コール・ローン 　 25,603,071 51,875,413

株式 　 766,785,800 1,312,575,100

未収入金 　 44,861,324 －

未収配当金 　 416,400 1,898,400

流動資産合計 　 837,666,595 1,366,348,913

資産合計 　 837,666,595 1,366,348,913

負債の部 　 　 　

流動負債 　 　 　

未払金 　 15,797,376 －

未払解約金  30,295,431 2,755,922

未払利息  70 426

流動負債合計 　 46,092,877 2,756,348

負債合計 　 46,092,877 2,756,348

純資産の部 　 　 　

元本等 　 　 　

元本 ※1 418,480,103 552,560,763

剰余金 　

剰余金 　 373,093,615 811,031,802

元本等合計 　 791,573,718 1,363,592,565

純資産合計 　 791,573,718 1,363,592,565

負債純資産合計 　 837,666,595 1,366,348,913
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(2)注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
自　平成29年8月26日

至　平成30年2月25日

1．有価証券の評価基
準及び評価方法

「株式」

　移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評価
にあたっては、金融商品取引所における最終相場（最終相場のないもの
については、それに準ずる価額）、または金融商品取引業者等から提示
される気配相場に基づいて評価しております。

2．収益及び費用の計
上基準

(1)「受取配当金」

　受取配当金は、原則として株式の配当落ち日もしくは投資証券の権利
落ち日において、確定配当金額もしくは確定収益分配金額、又は予想配
当金額もしくは予想収益分配金額を計上しております。

(2)「有価証券売買等損益」

約定日基準で計上しております。

 

 

（その他の注記）

区　分 (平成29年8月25日現在) (平成30年2月25日現在)

※1. 期首 平成28年8月26日 平成29年8月26日

期首元本額 2,296,680,484 円 418,480,103 円

期首より計算期間末日までの追加設
定元本額 209,715,821 円 369,257,120 円

期首より計算期間末日までの一部解
約元本額 2,087,916,202 円 235,176,460 円

計算期間末日における元本の内訳※ 　 　

スパークス・少数精鋭・日本株
ファンド 418,480,103 円 552,560,763 円

(合計) 418,480,103 円 552,560,763 円

2．計算期間末日における受益権の総数 418,480,103 口 552,560,763 口

3．1口当たり純資産額 1.8915 円 2.4678 円

(1万口当たり純資産額) (18,915 円) (24,678 円)

※当該親投資信託受益証券を投資対象とする投資信託ごとの元本額
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４【委託会社等の概況】

(1)【資本金の額】（平成30年３月末日現在）

資本金　　　　　　　　　25億円

発行可能株式総数　　　50,000株

発行済株式総数　　　　50,000株

最近５年間における資本金の額の増減

該当事項はありません。

(2)【事業の内容及び営業の状況】

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委

託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行ってい

ます。

・投資助言・代理業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募

に関する第二種金融商品取引業

委託会社の運用する投資信託は平成30年３月30日現在次の通りです。

（ただし、親投資信託を除きます。）

種類 本数 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 33 235,254

単位型株式投資信託 ３ 1,029

合計 36 236,283

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第346号

加入協会 ／ 日本証券業協会　一般社団法人投資信託協会

　　　　　　一般社団法人日本投資顧問業協会

　　　　　　一般社団法人第二種金融商品取引業協会

(3)【その他】

①　定款の変更等

定款の変更に関しては、株主総会において株主の決議が必要となります。

②　訴訟事件その他の重要事項

委託会社および当ファンドに重要な影響を与えると予想される訴訟事件等はありません。
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５【委託会社等の経理状況】

１．財務諸表の作成方法について

委託会社であるスパークス・アセット・マネジメント株式会社（以下「委託会社」という）の財務諸表は、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品

取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に基づいて作成しております。

 

２．中間財務諸表の作成方法について

委託会社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）

並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）に

基づいて作成しております。

 

３．財務諸表及び中間財務諸表の記載金額

　　財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

４．監査証明について

委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第11期事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月

31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。

また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第12期事業年度の中間会計期間（平成29年４月１日から平成

29年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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(1)【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)

当事業年度

(平成29年３月31日)

（資産の部）     

　流動資産     

　　現金・預金  5,414  4,267

　　預託金  500  200

　　未収委託者報酬  393  362

　　未収投資顧問料  775  1,374

　　前払費用  66  79

　　未収収益  27  25

　　未収入金  6  9

　　立替金  -  22

　　繰延税金資産  258  197

　　流動資産合計  7,442  6,538

　固定資産     

　　有形固定資産     

　　　建物 ※２ 1 ※２ 198

　　　工具、器具及び備品 ※２ 14 ※２ 130

リース資産  - ※２ 22

建設仮勘定  -  9

　　　有形固定資産合計  16  360

　　無形固定資産     

　　　ソフトウェア  4  2

　　　無形固定資産合計  4  2

　　投資その他の資産     

　　　差入保証金  153  111

　　　長期前払費用  2  1

　　　投資その他の資産合計  156  113

　　固定資産合計  176  475

　資産合計  7,619  7,014

（負債の部）     

　流動負債     

　　預り金  147  40

　　未払手数料  76  71

　　その他未払金 ※３ 1,692 ※３ 1,517

　　未払法人税等  234  96

　　未払消費税等  104  15

　　資産除去債務  37  -

　　リース債務  -  5

　　流動負債合計  2,292  1,747

　固定負債     

　　リース債務  -  18

　　固定負債合計  -  18

 特別法上の準備金     

　　金融商品取引責任準備金 ※１ 0 ※１ 0

　　特別法上の準備金合計  0  0

　負債合計  2,292  1,766

（純資産の部）     

　株主資本     

　　資本金  2,500  2,500

　　資本剰余金     

　　　資本準備金  27  27

　　　その他資本剰余金  19  19

　　　資本剰余金合計  47  47

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

13/45



　　利益剰余金     

　　　利益準備金  240  440

　　　その他利益剰余金     

　　　　繰越利益剰余金  2,539  2,260

　　　利益剰余金合計  2,779  2,700

　　株主資本合計  5,326  5,248

　純資産合計  5,326  5,248

負債純資産合計  7,619  7,014
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(2)【損益計算書】
  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業収益     

　委託者報酬  2,779  2,907

　投資顧問料収入  3,110  3,998

　受入手数料  364  83

　その他営業収益  4  4

　営業収益計  6,257  6,993

営業費用     

　支払手数料  664  954

　広告宣伝費  154  154

　調査費  149  151

　委託計算費  19  21

　営業雑経費     

　　通信費  14  18

　　印刷費  13  3

　　協会費  9  11

　　諸会費  2  1

　　その他  2  2

　営業費用計  1,029  1,319

一般管理費     

　給料  1,228  1,364

　　役員報酬  48  91

　　給料・手当  643  715

　　賞与  537  558

　旅費交通費  107  159

　事務委託費 ※１ 336 ※１ 426

　業務委託費  283  361

　不動産賃借料  98  202

　租税公課  43  69

　固定資産減価償却費  87  77

　交際費  17  14

　諸経費  72  172

　一般管理費計  2,275  2,848

営業利益  2,952  2,825

営業外収益     

　受取利息  1  1

　受取賃貸料  15  20

　為替差益  -  8

　雑収入  0  4

　営業外収益計  18  35

営業外費用     

　為替差損  19  -

　雑損失  1  10

　営業外費用計  21  10

経常利益  2,949  2,850

特別損失     

　金融商品取引責任準備金繰入額  0  -

　特別損失計  0  -

 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)
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税引前当期純利益  2,949  2,850

法人税、住民税及び事業税  1,081  868

法人税等調整額  △138  60

法人税等合計  943  928

当期純利益  2,006  1,921
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(3)【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

（単位：百万円）

株主資本 純資産

合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資

本合計
資本準

備金

その他

資本剰

余金

資本剰

余金合

計

利益準

備金

その他

利益

剰余金

利益剰

余金合

計

繰越利

益剰余

金

当期首残高 2,500 27 19 47 120 1,853 1,973 4,520 4,520

当期変動額         

剰余金の配当      △1,200 △1,200 △1,200 △1,200

配当に伴う利益準備金
積立額

    120 △120    

当期純利益      2,006 2,006 2,006 2,006

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 － － － － 120 696 806 806 806

当期末残高 2,500 27 19 47 240 2,539 2,779 5,326 5,326
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当事業年度(自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日)

（単位：百万円）

株主資本 純資産

合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資

本合計
資本準

備金

その他

資本剰

余金

資本剰

余金合

計

利益準

備金

その他

利益

剰余金

利益剰

余金合

計

繰越利

益剰余

金

当期首残高 2,500 27 19 47 240 2,539 2,779 5,326 5,326

当期変動額         

剰余金の配当      △2,000 △2,000 △2,000 △2,000

配当に伴う利益準備金
積立額

    200 △200    

当期純利益      1,921 1,921 1,921 1,921

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
         

当期変動額合計 － － － － 200 △278 △78 △78 △78

当期末残高 2,500 27 19 47 440 2,260 2,700 5,248 5,248
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重要な会計方針

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券　

時価のあるもの

 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定しております。）

　時価のないもの 総平均法に基づく原価法

 
２. 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１
日以降に取得した建物附属設備については、定額法）を採用しております。

　　　　　　なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　８年～18年
　　　　　　工具、器具及び備品　　　　４年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

③　リース資産　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 
 
３. 引当金の計上基準

貸倒引当金

金銭債権の貸し倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

 
４. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

①  外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

②  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
③  連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

会計方針の変更

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築

物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ39百万円増加しております。

 

 

追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当事業年

度から適用しております。

　

注記事項

（貸借対照表関係）
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前事業年度
(平成28年３月31日)

当事業年度
(平成29年３月31日)

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項
は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５

 

※１．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項
は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条
の５

 
※２．有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　建　物　　　　　　　 88百万円

　工具、器具及び備品 　71百万円

※２．有形固定資産の減価償却累計額
建　物      　 　　39百万円

　工具、器具及び備品　90百万円
  リース資産  　  　　 4百万円

※３．関係会社に対する資産及び負債

その他未払金 966百万円

※３．関係会社に対する資産及び負債

その他未払金 727百万円

　  

 

（損益計算書関係）

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

※１．関係会社に対する取引の主なもの
事務委託費 261百万円

※１．関係会社に対する取引の主なもの
事務委託費
 

271百万円
 

　 　

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,200 利益剰余金 24,000 平成27年３月31日 平成27年６月25日
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　　　　

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,000 利益剰余金 40,000 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 50,000 － － 50,000

 

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額　　　　

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 2,000 利益剰余金 40,000 平成28年３月31日 平成28年６月30日

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　　　　

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,000 利益剰余金 40,000 平成29年３月31日 平成29年６月29日

 

（リース取引関係）

　前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

　　　該当事項はありません。

　当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　　　重要性がないため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については安全性の高い金融商品や預金等の他、ファンド組成等のためのシードマネー

等に限定し、資金調達については原則として親会社による株式引受によっております。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である未収投資顧問料及び未収委託者報酬に係る信用リスクは、当社グループが管理あるいは運

用するファンド、一任運用財産自体がリスクの高い取引を限定的にしか行っていないポートフォリオ運用で

あることから、極めて限定的であると判断しております。

また、営業債権債務の一部には外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該営

業債権債務のネットポジションを毎月把握しており、さらに必要と判断した場合には、先物為替予約等を利

用してヘッジする予定にしております。

 

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

21/45



 (3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前事業年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金・預金 5,414 5,414 －

(２) 預託金 500 500 －

(３) 未収委託者報酬 393 393 －

(４) 未収投資顧問料 775 775 －

(５) 未収収益 27 27 －

資産計 7,111 7,111 －

(１) 未払手数料 76 76 －

(２) その他未払金 1,692 1,692 －

負債計 1,769 1,769 －

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

負 債

(１) 未払手数料、（２）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金・預金 5,414 － － －

預託金 500 － － －

未収委託者報酬 393 － － －

未収投資顧問料 775 － － －

未収収益 27 － － －

合計 7,111 － － －

 

当事業年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金・預金 4,267 4,267 －

(２) 預託金 200 200 －
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(３) 未収委託者報酬 362 362 －

(４) 未収投資顧問料 1,374 1,374 －

(５) 未収収益 25 25 －

資産計 6,229 6,229 －

(１) 未払手数料 71 71 －

(２) その他未払金 1,517 1,517 －

負債計 1,588 1,588 －

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(１) 現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬、（４）未収投資顧問料及び（５）未収収益

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

負 債

(１) 未払手数料、（２）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

(注)２．金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金・預金 4,267 － － －

預託金 200 － － －

未収委託者報酬 362 － － －

未収投資顧問料 1,374 － － －

未収収益 25 － － －

合計 6,229 － － －

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

　
前事業年度

（平成28年３月31日）
　

当事業年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産 　　 　
　繰越欠損金 137百万円　 137百万円
　資産除去債務 11 　 6
　未払事業税 73  52
　未確定債務否認 172 　 144
　金融商品取引責任準備金 0  0
　その他 10  8

　繰延税金資産小計 405 　 350
　評価性引当額　 △147 　 △143

繰延税金資産合計 　　  258 　 　　  206

繰延税金負債  　  
仮払寄付金認定損 -  8
資産除去債務に対応する資産計上額 0 　 -

繰延税金負債合計 0 　 8

繰延税金資産の純額 258 　 197
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、注記を省

略しております。

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため、注記を省

略しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法

律等の一部を改正する法律」（平成28年法律第85号）及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成28

年法律第86号）が平成28年11月18日に国会で成立し、消費税率の10％への引上げ時期が平成29年４月１日か

ら平成31年10月１日に延期されました。

これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税率改正、法人住民

税法人税割の税率改正の実施時期も平成29年４月１日以後に開始する事業年度から平成31年10月１日以後に

開始する事業年度に延期されました。

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率に変更はないため、当事業年度の繰延税金

資産、繰延税金負債及び法人税等調整額に影響はありません。

 

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前事業年度末（平成28年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

当事業年度末（平成29年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

（セグメント情報等）

[セグメント情報]

　前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

[関連情報]

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１ サービスごとの情報

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２ 地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ アジア その他 合計

3,627 1,717 528 303 79 6,257

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名
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A社（注） 740 投信投資顧問業

（注）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１ サービスごとの情報

投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。
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２ 地域ごとの情報

(1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ アジア その他 合計

4,433 1,665 793 21 78 6,993

(注) 営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として分類しております。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・新・国際優良日本株ファンド 1,308 投信投資顧問業

（注）ファンドの最終受益者は、販売会社や他のファンドを通じて投資されること等があるため、合理的に把握す

ることが困難であります。

 

[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報]

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報]

前事業年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。
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[関連当事者情報]

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社

スパーク

ス ・ グ

ループ株

式会社

東京都
品川区

8,575
純粋持株

会社

（被所有）

直接100

グ ル ー プ

管理会社

業務委託

（注１）

（注２）

261 未払金 77

運用報酬

等の受取

（注１）

（注２）

447
未収投資

顧問料
181

配当金の

支払
1,200 － －

連結納税

による個

別帰属額

759 未払金 759

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)

（注２）

科目

期末残高

(百万円)

（注２）

同一の
親会社
をもつ
会社

スパーク
ス・グリー
ンエナ
ジー＆テク
ノロジー株
式会社

東京都
品川区

25百万円

再生可能エ
ネルギーに
おける発電
事業及びそ
のコンサル
ティング

なし
本社事務所の
賃貸

賃貸料の受取
（注１）
（注２）

7 未収入金 2

スパークス・

アセット・ト

ラスト＆マネ

ジメント株式

会社

東京都
品川区

100百万円 資産運用業 なし

業務の委託
業務委託報酬
の支払

（注１）
37 未払金 30

本社事務所の
賃貸

賃貸料の受取
（注１）

8 未収入金 2

SPARX

Overseas

Ltd.

バ
ミュー
ダ諸島

1,562
千米ドル

資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
500

未収投資

顧問料
94

業務の委託
業務委託報酬
の受取

（注１）
4 未収入金 1

販売会社
手数料の受取
（注１）

24 未収収益 4

SPARX Asset

Management

Korea Co.,

Ltd.

韓国
ソウル

4,230百万
韓国ウォン

資産運用業 なし
海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
17

未収投資

顧問料
7

SPARX Asia

Investment

Advisors

Limited

中国
香港
特別
行政区

3,100千
香港ドル

資産運用業 なし

運用の委託
運用助言報酬
の支払

（注１）
3 未払金 1

業務の委託
業務委託報酬
の支払

（注１）
48 未払金 22

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記
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　親会社情報

　　スパークス・グループ株式会社（株式会社東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場）

 

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１　関連当事者との取引

（１）財務諸表提出会社の親会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

親会社

スパーク

ス ・ グ

ループ株

式会社

東京都
港区

8,581
純粋持株

会社

（被所有）

直接100

グ ル ー プ

管理会社

業務委託

（注１）

（注２）

271 未払金 69

運用報酬

等の受取

（注１）

（注２）

1,086
未収投資

顧問料
252

配当金の

支払
2,000 － －

連結納税

による個

別帰属額

656 未払金 656

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

EDINET提出書類

スパークス・アセット・マネジメント株式会社(E11161)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

29/45



（２）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社

種類
会社等

の名称
所在地

資本金又

は出資金
事業の内容

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)

（注２）

科目

期末残高

(百万円)

（注２）

同一の
親会社
をもつ
会社

スパーク
ス・グリー
ンエナ
ジー＆テク
ノロジー株
式会社

東京都
港区

25百万円

再生可能エ
ネルギーに
おける発電
事業及びそ
のコンサル
ティング

なし
本社事務所の
賃貸

賃貸料の受取
（注１）
（注２）

9 未収入金 1

スパークス・

アセット・ト

ラスト＆マネ

ジメント株式

会社

東京都
港区

100百万円 資産運用業 なし

業務の委託
業務委託報酬
の支払

（注１）
37 未払金 30

本社事務所の
賃貸

賃貸料の受取
（注１）

11 未収入金 2

SPARX

Overseas

Ltd.

バ
ミュー
ダ諸島

1,562
千米ドル

資産運用業 なし

海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
775

未収投資

顧問料
579

業務の委託
業務委託報酬
の受取

（注１）
4 未収入金 3

販売会社
手数料の受取
（注１）

14 未収収益 3

SPARX Asset

Management

Korea Co.,

Ltd.

韓国
ソウル

4,230百万
韓国ウォン

資産運用業 なし
海外籍ファン
ドの運用・

管理業

運用報酬等の
受取

（注１）
8

未収投資

顧問料
3

SPARX Asia

Investment

Advisors

Limited

中国
香港
特別
行政区

3,100千
香港ドル

資産運用業 なし

運用の委託
運用助言報酬
の支払

（注１）
7 未払金 4

業務の委託
業務委託報酬
の支払

（注１）
57 未払金 30

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）市場価格を勘案し一般的な取引条件と同様に決定しております。

（注２）上記の表における期末残高には消費税等を含めており、取引金額には消費税等を含めておりません。

 

２　親会社に関する注記

　親会社情報

　　スパークス・グループ株式会社（株式会社東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場）

 

（１株当たり情報）

前事業年度 当事業年度

(自　平成27年４月１日 (自　平成28年４月１日

　至　平成28年３月31日) 　至　平成29年３月31日)

１株当たり純資産額 106,534円78銭 １株当たり純資産額 104,963円47銭

１株当たり当期純利益金額 40,126円46銭 １株当たり当期純利益金額 38,428円69銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

 

 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成28年３月31日)
当事業年度末

(平成29年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 5,326 5,248

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） － －

普通株式に係る期末純資産額（百万円） 5,326 5,248
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１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

50,000 50,000

 

（注）２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益（百万円） 2,006 1,921

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,006 1,921

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000 50,000

 

（重要な後発事象）

当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　　　　該当事項はありません。
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１．中間財務諸表

(1)　中間貸借対照表

 (単位：百万円)

 
当中間会計期間

(平成29年９月30日)

（資産の部）   

　流動資産   

　　現金・預金  3,236

　　預託金  200

　　未収委託者報酬  517

　　未収投資顧問料  1,147

　　前払費用  82

　　未収入金  10

　　未収収益  34

　　繰延税金資産  190

   その他  27

　　流動資産合計  5,447

　固定資産   

　　有形固定資産 ※２ 388

　　無形固定資産  1

　　投資その他の資産   

投資有価証券  1

　　　差入保証金  99

　　　長期前払費用  1

　　　投資その他の資産合計  101

　　固定資産合計  492

　資産合計  5,939

（負債の部）   

　流動負債   

　　未払手数料  88

　　その他未払金  709

　　未払法人税等  163

　　預り金  91

　　賞与引当金  427

　　その他 ※３ 80

　　流動負債合計  1,561

　固定負債   

　　その他  58

　　固定負債合計  58

　特別法上の準備金   

　　金融商品取引責任準備金 ※１ 0

　　特別法上の準備金合計  0

　負債合計  1,619

（純資産の部）   

　株主資本   

　　資本金  2,500

　　資本剰余金   

　　　資本準備金  27

　　　その他資本剰余金  19

　　　資本剰余金合計  47

　　利益剰余金   

     利益準備金  597

　　　その他利益剰余金   

　　　　繰越利益剰余金  1,174

　　　利益剰余金合計  1,771

　　株主資本合計  4,319
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評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  0

評価・換算差額等合計  0

　純資産合計  4,319

　負債純資産合計  5,939
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(2)　中間損益計算書

 (単位：百万円)

 

当中間会計期間

(自　平成29年４月１日

　至　平成29年９月30日)

営業収益   

　委託者報酬  1,718

　投資顧問料収入  2,162

　受入手数料  54

　その他営業収益  2

　営業収益計  3,937

営業費用及び一般管理費 ※１ 2,348

営業利益  1,589

営業外収益 ※２ 29

営業外費用  2

経常利益  1,615

特別損失  32

税引前中間純利益  1,583

法人税、住民税及び事業税  505

法人税等調整額  7

中間純利益  1,071
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(3)　中間株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資

本合計
資本準

備金

その他

資本剰

余金

資本剰

余金合

計

利益準

備金

その他

利益

剰余金

利益剰

余金合

計

繰越利

益剰余

金

当期首残高 2,500 27 19 47 440 2,260 2,700 5,248

当中間期変動額         

剰余金の配当 － － － － － △2,000 △2,000 △2,000

配当に伴う利益準備

金積立額
－ － － － 157 △157　 －　 －

中間純利益 － － － － － 1,071 1,071 1,071

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

－ － － － － － － －

当中間期変動額合計 － － － － 157 △1,086 △928 △928

当中間期末残高 2,500 27 19 47 597 1,174 1,771 4,319

 

評価・換算差額等 純資産

合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差

額等合計

当期首残高 － － 5,248

当中間期変動額   

剰余金の配当 － － △2,000

配当に伴う利益準備

金積立額
－ － －

中間純利益 － － 1,071

株主資本以外の項目

の当中間期変動額

（純額）

0 0 0

当中間期変動額合計 0 0 △928

当中間期末残高 0 0 4,319
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［重要な会計方針］

１．資産の評価基準及び評価方法 その他有価証券

　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法に

より算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備については、定額法）を採用し

ております。主な耐用年数は、以下の通りであります。

建　　物　　　　　５年

器具備品　　　　　４年～10年

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

 (3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資

産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

金銭債権の貸し倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給

見込額のうち当中間会計期間に負担すべき金額を計上し

ております。

(3) 株式給付引当金

株式交付規程に基づく従業員へのスパークス・グループ

株式会社(当社親会社)の株式の給付に備えるため、当中

間会計期間末における株式給付債務の見込額に基づき計

上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 (2) 連結納税制度

　　 連結納税制度を適用しております。
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［追加情報］

（株式付与ＥＳＯＰ信託）

　グループ従業員（当社、当社親会社（スパークス・グループ株式会社）及び当社兄弟会社２社（スパークス・グ

リーンエナジー＆テクノロジー株式会社及びスパークス・アセット・トラスト＆マネジメント株式会社。）の従業

員）に業績向上や株価上昇に対する意欲の高揚を促すことにより、中長期的な企業価値向上を図ることを目的とし

て、「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

 

［注記事項］

（中間貸借対照表関係）

 

当中間会計期間
(平成29年９月30日)

※１　特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項

は、次のとおりであります。

　金融商品取引責任準備金…金融商品取引法第46条

の５

※２　有形固定資産の減価償却累計額     173百万円

※３　消費税等の取り扱い

　仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のうえ、流

動負債その他に表示しております。

 

（中間損益計算書関係）

 

当中間会計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

※１　減価償却実施額

　　　有形固定資産　　　　 47百万円

　　　無形固定資産　　　　　 0百万円

※２　営業外収益のうち主要なもの

　　　為替差益　　　　　　　18百万円

受取賃貸料　 　　　　  8百万円

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当事業年度
期首株式数
（株）

当中間会計期間
増加株式数
（株）

当中間会計期間
減少株式数
（株）

当中間会計期間
期末株式数
（株）

普通株式 50,000 － － 50,000

合計 50,000 － － 50,000

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(１)　配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の
総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日
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平成29年６月28日
定時株主総会

普通株式 2,000 利益剰余金 40,000 平成29年３月31日 平成29年６月29日

 

 

(２)　基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

重要性がないため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

　当中間会計期間（平成29年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項
平成29年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

 
中間貸借対照表

計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（１）現金・預金 3,236 3,236 －

（２）預託金 200 200 －

（３）未収委託者報酬 517 517 －

（４）未収投資顧問料 1,147 1,147 －

（５）投資有価証券 1 1 －

資産計 5,137 5,137 －

（１）未払手数料 88 88 －

（２）その他未払金 709 709 －

負債計 889 889 －

 

（注）１.　金融商品の時価の算定方法

資　産

（１）現金・預金、（２）預託金、（３）未収委託者報酬及び（４）未収投資顧問料
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿　価額に
よっております。

（５）投資有価証券
シードマネーとしての投資信託等は公表される基準価額又は合理的に算定された価格によっておりま
す。

負　債
（１）未払手数料及び（２）その他未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

 

 

（有価証券関係）

1.その他有価証券

当中間会計期間（平成29年９月30日）

 種類
中間貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）
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中間貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 1 1 0

小計 1 1 0

中間貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

① 国債・地方債

等
－ － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1 1 0

 

（デリバティブ取引関係）

当中間会計期間（平成29年９月30日）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

当中間会計期間末（平成29年９月30日）

重要性がないため、記載を省略しております。

 

（セグメント情報等）

［セグメント情報］

　当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

　当社は、投信投資顧問業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

［関連情報］

　当中間会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

　１．サービスごとの情報

　　　投信投資顧問業及び関連サービスに関する外部顧客への営業収益が、中間損益計算書の営業収益の90％を超

えるため、記載を省略しております。

　２．地域ごとの情報

　 (1) 営業収益

（単位：百万円）

日本 欧州 バミューダ その他 合計

2,563 1,021 285 66 3,937
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（注）営業収益の地域区分は、契約相手方の所在地（ファンドの場合は組成地）を基礎として国又は地域に分類しておりま

す。

　 (2) 有形固定資産

　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

スパークス・新・国際優良日本株ファンド（注1） 591 投信投資顧問業

スパークス・プレミアム・日本超小型株式ファンド（注1） 419 投信投資顧問業

A社（注2） 403 投信投資顧問業

（注1）ファンドの最終受益者は、販売会社や他のファンドを通じて投資されること等があるため、合理的に把握

することが困難であります。

（注2）A社との間で守秘義務契約を負っているため、社名の公表は控えております。

 

（企業結合等関係）

当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(平成29年９月30日)
 

１株当たり純資産額 86,385円57銭  

（算定上の基礎）   

純資産の部の合計額（百万円） 4,319  

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） －  

普通株式に係る中間期末純資産額（百万円） 4,319  

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
の普通株式の数（株）

50,000  

 

１株あたり中間純利益金額及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

 

１株当たり中間純利益金額 21,421円46銭  

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 1,071  

普通株主に帰属しない金額（百万円） －  

普通株式に係る中間純利益（百万円） 1,071  

普通株式の期中平均株式数（株） 50,000  

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

当中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

平成２９年６月２８日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社
　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　重　　俊　寛

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 伊　藤　　雅　人

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の
平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につ
いて監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況
に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に
よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２９年３月３１日現在
の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して
おります。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成２９年１１月１７日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社

　取　締　役　会　　御　中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森　重　俊　寛

   
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 市　川　克　也

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「委託会社等の経理状況」に掲げられているスパークス・アセット・マネジメント株式会社の
平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成
２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対
照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記につい
て中間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準
拠して中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務
諸表に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間
財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよう
な重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策
定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度
監査と比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用され
る。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、
中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価
も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。
 
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財
務諸表の作成基準に準拠して、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の平成２９年９
月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成２９年４月１日から平
成２９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
 

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管
しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成３０年４月２０日

スパークス・アセット・マネジメント株式会社  

取 締 役 会　御 中  

 新日本有限責任監査法人

 指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　市川　克也

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファ

ンドの経理状況」に掲げられているスパークス・少数精鋭・日本株ファンドの平成２９年８月２６日

から平成３０年２月２５日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して

中間財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間

監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体と

して中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないか

どうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実

施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と

比べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断に

より、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際

して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示

に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

 

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表

の作成基準に準拠して、スパークス・少数精鋭・日本株ファンドの平成３０年２月２５日現在の信託

財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成２９年８月２６日から平成３０年２月２５

日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

　スパークス・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間

には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれていません。
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